
JP 3200809 U 2015.11.5

10

(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】電気電子機器のサイズを変更する場合に、筐体
を変更することなく、電気電子機器取付部材の取付位置
を変更可能とした電気電子機器収納用箱を提供する。
【解決手段】縦フレーム９、横フレーム１０、奥行フレ
ーム１１を組み合わせて構成される筐体１と、筐体内に
設けられる電気電子機器と、電気電子機器を前記フレー
ムに取付けるための電気電子機器取付部材であるマウン
トフレーム１２とを備え、マウントフレームを、左右位
置調整部を有する移動金具１３を介して、奥行フレーム
１１に取りつけることにより、その取付位置を、筐体に
対して前後左右に変更可能とした。
【選択図】図２
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【実用新案登録請求の範囲】
【請求項１】
　フレームを組み合わせて構成される筐体と、
　筐体内に設けられる電気電子機器と、
　この電気電子機器を前記フレームに取付けるための電気電子機器取付部材とを備え、
　この電気電子機器取付部材の取付位置を、前記筐体に対して前後左右に変更可能とした
ことを特徴とする電気電子機器収納用箱。
【考案の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本考案は、電気電子機器を収納する電気電子機器収納用箱に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　電気電子機器収納用箱は、複数のフレームを組み合わせて構成される筐体と、この筐体
内に収納される電気電子機器とを備えており、電気電子機器はマウントフレームや機器取
付板といった電気電子機器取付部材を介して筐体に取付けられる（特許文献１）。
【０００３】
　しかしながら、マウントフレーム等は筐体を構成するフレームのサイズに合わせて形成
されていることから、電気電子機器のサイズを変更する場合には、筐体自体のサイズを変
更することでマウントフレーム等の取付位置を電気電子機器のサイズに対応させる必要が
あり、作業性が悪く、またコスト高となる問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】実用新案登録第３０８０８７６号公報
【考案の概要】
【考案が解決しようとする課題】
【０００５】
　本考案の目的は前記した従来の問題点を解決し、電気電子機器のサイズを変更する場合
に、筐体を変更することなく、電気電子機器取付部材の取付位置を変更可能とした電気電
子機器収納用箱を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するためになされた本考案は、フレームを組み合わせて構成される筐体
と、筐体内に設けられる電気電子機器と、この電気電子機器を前記フレームに取付けるた
めの電気電子機器取付部材とを備え、この電気電子機器取付部材の取付位置を、前記筐体
に対して前後左右に変更可能としたことを特徴とするものである。
【考案の効果】
【０００７】
　本考案に係る電気電子機器収納用箱は、フレームを組み合わせて構成される筐体と、筐
体内に設けられる電気電子機器と、この電気電子機器を前記フレームに取付けるための電
気電子機器取付部材とを備え、電気電子機器取付部材の取付位置を、筐体に対して前後左
右に変更可能とした。これにより、電気電子機器のサイズを変更する必要が生じた場合に
おいて、電気電子機器のサイズに対応する位置に電気電子機器取付部材を移動させた上で
、この電気電子機器取付部材をフレームに固定することができるため、電気電子機器のサ
イズ変更の都度、筐体のサイズを変更する必要がないものとなる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】電気電子機器収納用箱の全体斜視図である。
【図２】扉開放時の全体斜視図及び実施形態１の要部を示す斜視図である。
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【図３】実施形態１におけるマウントフレームの移動を説明する斜視図である。
【図４】移動金具の斜視図及び分解図である。
【図５】移動金具のその他の形状を示す斜視図である。
【図６】移動金具のその他の形状を示す斜視図である。
【図７】マウントフレームの分解図及び要部拡大図である。
【図８】マウントフレームの要部拡大図である。
【図９】補強金具を配置した全体斜視図である。
【図１０】補強金具の拡大図である。
【図１１】補強金具のその他の形態を示す全体斜視図及び拡大図である。
【図１２】棚板を設けた形態の扉閉塞時及び扉開放時を示す全体斜視図である。
【図１３】シールド板の説明図である。
【図１４】シールド板のその他の形態を示す斜視図である。
【図１５】奥行フレームを設けない形態を示す全体斜視図及び分解図である。
【図１６】扉の斜視図及び拡大図である。
【図１７】クランプ部及びロッド棒の拡大図である。
【図１８】ロッド棒規制部材の分解図である。
【図１９】受部の拡大図及び分解図である。
【図２０】天井板の斜視図及びボルト固定具の拡大図である。
【図２１】扉を観音扉とした形態の斜視図及び拡大図である。
【図２２】換気扇ユニットの取付例を示す斜視図である。
【図２３】換気扇ユニットの斜視図である。
【図２４】実施形態２における全体斜視図及び制震ユニットの拡大図である。
【図２５】実施形態２の要部を示す斜視図である。
【図２６】補強コーナ金具の斜視図及び扉裏面の下端を示す斜視図である。
【図２７】筐体蝶番部及び扉蝶番部を示す斜視図である。
【図２８】筐体蝶番部及び扉蝶番部を示す分解図である。
【図２９】側板の内側を示す斜視図及びその拡大図である。
【図３０】図２５を別角度からみた斜視図及び規制部材の拡大図である。
【図３１】扉のその他の形態を示す斜視図である。
【図３２】図２７の拡大図である。
【図３３】実施形態３における扉開放時の斜視図及び要部の拡大図である。
【図３４】実施形態３における要部の拡大図である。
【図３５】アダプタの斜視図である。
【図３６】受部の斜視図及びロッド棒挿入時の斜視図である。
【図３７】補強金具の斜視図である。
【図３８】扉裏面の斜視図及びその拡大図である。
【図３９】ロッド規制部材の斜視図及び分解図である。
【図４０】扉を観音扉とした形態の斜視図及び拡大図である。
【図４１】ロッド棒の係止構造を示す斜視図及び拡大図である。
【図４２】実施形態４における扉開放時の斜視図及び要部の拡大図である。
【図４３】実施形態４におけるマウントフレーム並びに取付金具の全体斜視図及び取付金
具の拡大図である。
【図４４】マウントフレームを部分的に配置した形態を示す斜視図である。
【図４５】機器取付レールの斜視図及び鉄製基板の取付状態を示す斜視図である。
【図４６】機器取付レールのその他の形態及び取付金具の拡大図である。
【図４７】扉を開状態で保持した斜視図（左）及びドアストッパ（右上）並びに孔部の拡
大図（右下）である。
【図４８】側板固定具及び補強コーナ金具を取付けた状態を示す斜視図である。
【図４９】屋根取付時の全体斜視図及び分解図である。
【図５０】扉裏面の斜視図及びコーナ拡大図である。
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【図５１】扉裏面のコーナ拡大図及び分解図である。
【図５２】ローラ受部の斜視図及びローラ受部によりロッド棒を受けた状態を示す斜視図
である。
【図５３】照明装置斜視図及び分解図である。
【図５４】実施形態４における扉開放時の斜視図及び要部の拡大図である。
【図５５】摺動レールの斜視図である。
【図５６】アダプタを介して機器取付板を奥行レールに取付た状態を示す拡大図である。
【図５７】アダプタを介して機器取付板を補強金具に取付た状態を示す拡大図である。
【図５８】コーナ金具の取付状態を示す斜視図である。
【図５９】扉裏面の斜視図（左）、拡大図（中央）及びロッド棒規制部材の拡大図（右）
である。
【図６０】実施形態４における筐体の全体斜視図及び受部の拡大図である。
【図６１】天井板の形状を示す全体斜視図及びその拡大図である。
【考案を実施するための形態】
【０００９】
　以下に本考案の好ましい実施形態を示す。なお、上下、左右、前後方向は図１に示す方
向を指すものとする。
　図１において、筐体１の前面を覆う扉２、後面を覆う背面板３、側面を覆う側板４、天
面を覆う天井板５とが設けられている。背面板３は上下に２分割されており、その下方側
はパネル３ａにより構成され、配線を通すための配線部をカバーしている。扉２にはハン
ドル７が設けられ、側板４にはラッチ８が設けられている。
【００１０】
　図２のように、筐体１は縦フレーム９、横フレーム１０、及び奥行フレーム１１とを組
み合わせて構成されている。そして、図示しない電気電子機器を取付けるための電気電子
機器取付部材としてのマウントフレーム１２が筐体１の長手方向に延びるように設けられ
ており、さらにマウントフレーム１２は、移動金具１３を介して奥行フレーム１１に取付
けられている。なお収納される電気電子機器は、分電盤、制御盤等の電気機器や、パソコ
ン等の電子機器である。この移動金具１３は、奥行フレーム１１の長手方向に沿って筐体
１の前後方向に移動可能であり、任意の取付位置でねじ１４により奥行フレーム１１の孔
部１５に固定される。これにより、電気電子機器のサイズを変更する必要が生じた場合に
おいては、図３のように電気電子機器のサイズに対応する任意の位置にマウントフレーム
１２を移動させた上で、奥行フレーム１１に固定することができるため、電気電子機器の
サイズ変更の都度、筐体１のサイズを変更する必要がないものとなる。
【００１１】
　図４のように、移動金具１３は、奥行フレーム１１に取付けるためのアダプタ１６と、
位置調整部１７とからなる。アダプタ１６には奥行フレーム１１への固定のための奥行フ
レーム取付孔１８が形成され、位置調整部１７にはマウントフレームを取付けるマウント
フレーム取付孔１９が形成されている。このように２部材から構成することで、アダプタ
１６により筐体１に対する前後方向の取付位置の変更を可能とした上で、さらに位置調整
部１７により筐体１に対する左右方向の取付位置の変更を可能としている。この２部材は
、アダプタ１６に形成した係止突起２０と、位置調整部１７に形成した係止孔２１とを係
合して位置決めした上で、溶接により接合するものであるが、両者の固定はねじ止めによ
るものであっても差し支えない。なお、アダプタ１６の一端には位置規制部２２が形成さ
れており、これにより奥行フレーム１１を挟止して固定可能とし、左右方向の位置規制が
できるものとしている。
【００１２】
　図５及び図６のように、位置調整部１７をアダプタ１６に対して垂直方向に立設するよ
うに取付けることもできる。ここで、アダプタ１６には仮保持部２３を形成して、当該箇
所により位置調整部１７を仮保持するものとしている。なお、２部材の固定方法や奥行フ
レーム１１への取付方法は、図４等に示した構造と同様である。
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【００１３】
　図７に示すように、マウントフレーム１２は、奥行フレーム１１に固定されるアングル
部２４と、電気電子機器が取付けられる機器取付部２５とから構成されている。アングル
部２４には棚板等を取付けるための取付孔２６が形成されている。また機器取付部２５に
は、電気電子機器を取付けるための機器取付孔２７が形成されており、その一側面には複
数の切欠孔２８が形成されている。
【００１４】
　以上の構成とすることで、図８のように、機器取付部２５をアングル部２４に対して前
後方向に移動させることが可能となり、電気電子機器のサイズに応じたマウントフレーム
１２の位置調整ができるものとしている。なお、切欠孔２８は電気電子機器に接続される
配線を通す配線孔として使用される。
【００１５】
　図９のように、前後のマウントフレーム１２間に渡る補強金具２９が設けられている。
この補強金具２９は、図１０のように、中央のレール部３０と、両端の取付部３１とから
なり、マウントフレーム１２の前後間隔に対応して取付部３１の取付位置を変更可能とし
ている。さらに、レール部３０の中央には開口部３２が形成されており、この開口部３２
に、筐体１上下方向に延びる側板補強レール３３が通過するものとしている。また、この
開口部３２に側板補強レール３３が係合するものとしても良く、これにより、補強金具２
９はマウントフレーム１２及び側板４と連結されることとなり、耐震性能が向上する。
【００１６】
　前記補強金具２９は３部材により構成するものとしたが、図１１のように単一の補強レ
ール３４により構成しても良い。また補強レール３４の前後に渡って複数の孔部３５を形
成し、この孔部３５に図示しない配線通過孔や配線保持部材を固定することができる。
【００１７】
　図１２に示すように、筐体１の内部空間を棚板３６により区画することができる。また
、扉２の下方側には配線収納部３７を覆うパネル３８が取付けられている。マウントフレ
ーム１２は、前記と同様に奥行フレーム１１に固定されるアングル部２４と、電気電子機
器が取付けられる機器取付部２５とから構成される。アングル部２４は棚板３６を貫通す
るように設けられ、また機器取付部２５は棚板３６により区画される筐体１内の上下空間
毎にそれぞれ設けるものとした。ここで、アングル部２４は棚板３６に形成された切欠孔
３９に挿通されており、当該箇所の隙間には別部材として塞ぎ板４０を取付けることがで
きる。
【００１８】
　図１３のように、マウントフレーム１２と側板４との間には、両者の空隙を閉塞して通
気を制御するシールド板４１が設けられている。このシールド板４１は、上下に分割する
よう形成されており、それぞれの取付部４２がマウントフレーム１２の取付孔に固定され
る。このようにシールド板４１を分割式とすることで、様々なサイズの筐体１に対応して
取付けることができる。また、左右のマウントフレーム１２間に天井シールド板４３を設
けることで、図示しない天井側の移動金具１３と天井板５との間の空隙を埋めるものとし
ている。なお、シールド板４１、天井シールド板４３の材質は樹脂や金属とすることがで
き、また天井シールド板４３に代わり、底側の移動金具１３と底板６との空隙を埋める底
面シールド板を設けても良い。
【００１９】
　図１４に示すように、シールド板４１は、マウントフレーム１２及び縦フレーム９に対
して固定するものとしても良い。このシールド板４１には図示しない開口部を複数形成し
て、配線孔として利用するとともに、使用しない開口部には覆い板４４を着脱自在に取付
けることができる。
【００２０】
　図１５は、奥行フレームを備えていない筐体構造を示すものである。この場合、前後の
縦フレーム９間に補強フレーム４５を渡すことが好ましい。そして、この補強フレーム４
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５に対して、マウントフレーム１２や側板４を固定することができる。
【００２１】
　図１６のように、扉２の中央部には透過板４６が設けられている。この透過板４６は透
過板４６の外周を囲うように配置された扉補強フレーム４７に対して、透過板固定部４８
により係止されて固定される。また、扉２の上端には、扉２と筐体１との間の空隙を埋め
る被覆フレーム４９が設けられている。
【００２２】
　扉２に設けられたハンドル７の動作により、図１７に示すクランプ部５０が回動し、ク
ランプ部５０に設けたロッド棒５１が駆動される。なお、ロッド棒５１は回動されるもの
の、図１８に示すロッド棒規制部材５２により規制されて、ロッド棒５１が上下に移動す
ることとなる。ロッド棒規制部材５２は、図１８のように固定部５３と、樹脂製のロッド
棒受部５４とからなるものである。
【００２３】
　図１９のように、縦フレーム９には、ロッド棒５１の上下の端部及びクランプ部５０を
受けるための受部５５が形成されている。また、受部５５には扉２に対する戸当たりとし
ての緩衝部材５６が取付けられている。受部５５は取付孔５７により筐体１に取付けられ
るが、この取付孔５７に近接する箇所には突起状の位置規制部５８が形成されている。ま
た、緩衝部材５６にも同様に位置規制部５９を形成するものとした。
【００２４】
　図２０のように、天井板５の裏面には、吊下ボルト６０を固定するための金属製のボル
ト固定具６１を設けている。また、ボルト固定具６１に突出部６１ａを形成し、天井板５
に設けた孔部を通過させ、ボルト固定部６１の位置合わせを行った後に、吊下ボルト６０
を固定することも可能である。
【００２５】
　図２１のように、扉２を観音扉とすることもできる。この場合、横フレーム１０の上下
に扉２を固定するためのドア固定具１１２を設けるものとしている。また、扉２に設けた
ロッド棒５１を、ドア固定具１１２に形成したロッド棒係止孔１１３に係止することがで
きる。さらに、ドア固定具１１２の前面には、両扉２、２の戸当たり１１４を形成するも
のとした。
【００２６】
　本実施形態においては、マウントフレーム１２を筐体１に対して前後または左右方向に
移動可能としていることから、マウントフレーム１２間の離距離の変更に伴い、通常はマ
ウントフレーム１２間に取付けられるユニットの幅も変更する必要が生ずる。そのため、
図２２及び図２３のように、縦フレーム９間に取付具１１５を介して換気扇ユニット１１
６を固定するものとして、ユニットの幅を変更する必要がないものとしている。
【００２７】
（実施形態２）
　図２４に示すように、奥行フレーム１１に制震ユニット６２を配設し、この制震ユニッ
ト６２に取付けた底板６上にマウントフレーム１２を固定するものとした。なお、底板６
へのマウントフレーム１２の取付けは、図２５のように底板６に対して前後左右方向に取
付位置を変更可能なアダプタ１６を介して行い、電気電子機器のサイズに合わせて任意の
位置でマウントフレーム１２を固定できるものとしている。また、マウントフレーム１２
はアングル部２４と電気電子機器が取付けられる機器取付部２５とから構成し、このアン
グル部２４には異なる方向からアダプタ１６や機器取付部２５がねじ６３によりねじ止め
されるものとした。
【００２８】
　図２６のように、扉２の裏面には扉補強フレーム４７が設けられており、さらにこの扉
補強フレーム４７の上下端部には、扉制震ユニット６４が設けられている。扉制震ユニッ
ト６４には係合部６５が形成されており、この係合部６５が筐体１の横フレーム１０に係
合する。また扉２の下端を切欠いて形成した逃げ部６６を設けるものとした。そして縦フ
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レーム９と横フレーム１０との間には補強コーナ金具６７が渡されている。
【００２９】
　図２７のように、筐体１には筐体蝶番部６８が設けられるとともに、扉２には扉蝶番部
６９が設けられており、これにより扉２を開閉自在としている。なお、操作ピン７０は扉
２の裏面側に設けるものとし、扉２の内側からのみ操作可能としている。
【００３０】
　詳しくは図２８のように、扉蝶番部６９を上下に形成するものとし、さらにそれぞれに
筐体蝶番部６８の軸部６８ａを挿入する筒部６９ａを形成するものとして、操作ピン７０
により固定する。
【００３１】
　図２９、図３０のように、側板４の前後には側板補強レール７１が設けられており、さ
らにこの側板補強レール７１に隣接する規制レール７２を、縦フレーム９に取付けるもの
としている。側板補強レール７１及び規制レール７２には、それぞれの高さ位置が対応す
る通過孔部７３が形成されており、略コ字状の規制部材７４を各々の通過孔部７３に挿通
させて固定するものとしている。これにより、側板４の内側から規制部材７４を外した後
にのみ、側板４を筐体１から取外し可能としている。なお図３０のように規制部材７４に
は規制ピン７５が設けられている。
【００３２】
　図３１及び図３２に示すように、扉２は自動開閉されるものとしても良い。扉２の裏面
中央部には図３２に示す監視ユニット（電源ユニット）７６を設け、この監視ユニット７
６からの信号を受けてソレノイド７７が駆動し、クランプ部５０に挿入されて扉２の開閉
を規制する。また、図３１のように監視ユニット７６は扉２の裏面に設けられた監視ユニ
ット収納部７８に収納され、ソレノイド７７はソレノイド収納部７９に収納される。なお
、ソレノイド７７はシリンダ錠８０の操作によっても動作可能であり、手動により２重ロ
ックを行うこともできる。
【００３３】
（実施形態３）
　図３３に示す本実施形態は、奥行フレーム１１に別部材として取付金具８１を設け、図
３４のようにこの取付金具上８１でアダプタ１６を前後方向に移動可能として、マウント
フレーム１２を筐体１に対して前後方向に移動可能としている。また、実施形態１、２同
様にマウントフレーム１２を２部材から構成することで、その左右位置も変更できるもの
としている。アダプタ１６は、一端が奥行フレーム１１に固定され、他端が取付金具８１
に固定されるものであり、また図３５のように、アダプタ１６は複数の板金を組み合わせ
て溶接またはねじ止めして構成される。なお、図３３中の８４は戸当たりである。
【００３４】
　図３６のように、コーナ金具８２に固定された縦フレーム９には、ロッド棒５１を左右
で挟み込むようにして受ける受部５５が形成されている。ロッド棒５１には図３３及び図
３８のように係合部８３が設けられており、この係合部８３が受部５５に挿入されること
で、ロッド棒５１が固定される。また、扉２の端部に形成した係合部６５が、扉２の閉塞
時に横フレーム１０と係合する構造としている。
【００３５】
　図３７には、実施形態１と同様、前後のマウントフレーム１２間に渡る補強金具２９を
設け、またこの補強金具２９を中央のレール部３０と、両端の取付部３１とからなるもの
として、マウントフレーム１２の前後間隔に対応して取付部３１の取付位置を変更可能と
している。
【００３６】
　図３８のように、実施形態１と同様、ロッド棒５１が上下動するように規制するロッド
棒規制部材５２を設けるものとし、またこのロッド棒規制部材５２は図３９のように扉２
に設けられた固定部５３と樹脂製のロッド棒受部５４とからなるものとしている。
【００３７】
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　図４０のように、実施形態１と同様に扉２を観音扉として差し支えない。ここで、扉２
の一方にハンドル係止片１２０を形成し、クランプ部５０により扉２をクランプして閉状
態に保持する構造としている。また、ハンドル係止片１２０を固定するねじ１２１間には
、他方の扉２の戸当たり１１４を設けるものとした。そして図４１のように、クランプ部
５０に設けたロッド棒５１を横フレーム１０の溝部１２２に係止することで、さらに扉２
の上下をロックするものとしている。
【００３８】
（実施形態４）
　図４２に示す本実施形態は、横フレーム１０間に渡って設けられた取付金具８１上に、
マウントフレーム１２を前後方向に移動可能として取付けたものである。またこの取付金
具８１は左右方向にも移動可能であるため、マウントフレーム１２を筐体１に対して前後
左右に移動させて固定することができる。
【００３９】
　図４３のように、マウントフレーム１２はアダプタ１６を介して取付金具８１に固定さ
れる。
【００４０】
　図４４のように、マウントフレーム１２を部分的に設けることもできる。縦フレーム９
間に渡って左右一対の固定レール８５が設けられており、さらにこの固定レール８５間を
左右に渡すように、システムレール８６が設けられている。そして、このシステムレール
８６上に、マウントフレーム１２を前後方向に移動自在に固定するものとしている。
【００４１】
　左右のマウントフレーム１２間には、図４５に示す機器取付レール８７を設け、この機
器取付レール８７に電気電子機器を取付けることができるものとしている。また、機器取
付レール８７を複数配置して、鉄製基板８８を設置しても良い。なお、機器取付レール８
７はその両端に形成された取付部８９を介してマウントフレーム１２に取付けられる。
【００４２】
　前記取付部８９を形成しない場合には、図４６のように、機器取付レール８７の左右両
端に取付金具９０を設けても差し支えない。
【００４３】
　扉２を開状態に保持するために、通常はドアストッパ９１の端部が係止される専用金具
を用いるが、図４７のように、横フレーム１０の孔部９２を代用することができる。ここ
で、孔部９２はその一角の連通部９３に繋がる略円状の切欠孔９４を有する。これにより
、ドアストッパ９１の端部に形成した回動支持部９５を連通部９３に対応する角度から切
欠孔９４に挿通することで、ドアストッパ９１が孔部９２内で回動可能となる。また、ド
アストッパ９１を孔部９２から外す際には、回動支持部９５を連通部９３に対応した向き
、即ち切欠孔９４への挿入時と同じ向きとすることで離脱できるものとしている。
【００４４】
　図４８のように、縦フレーム９には略Ｌ字形状の側板固定具９６が設けられ、また縦フ
レーム９と奥行フレーム１１との間を補強する補強コーナ金具６７が設けられる。
【００４５】
　図４９のように、天井板５の上方には、屋根９７を設けることができる。また、屋根９
７は天井板５との間に設けられた傾斜を有する屋根保持部９８を介して取付けられる。
【００４６】
　実施形態１と同様、図５０のように、扉２の内面には扉補強フレーム４７が設けられて
いる。扉補強フレーム４７は、複数の孔部９９を有している。また、扉補強フレーム４７
の端部間をコーナ位置で接続する連結部１００を形成するものとした。この連結部１００
は上下、左右、前後の３方向に開口部を備えており、この開口部には図５１のようにブッ
シュ１０１等を固定することができる。このブッシュ１０１は、その取付方向により、筐
体１との緩衝部材や扉下がり防止部材としての機能を備えるものとなる。
【００４７】
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　図５１のように、ロッド棒５１の先端にはローラ部１０２が設けられている。また、ロ
ーラ部１０２の近接位置には、ロッド棒規制部材５２が取付けられている。そして図５２
のように、ローラ部１０２が筐体１に形成したローラ受部１０３に係合する構造としてい
る。
【００４８】
　図５３のように、照明固定金具１０４を介して、マウントフレーム１２や横フレーム１
０等に照明装置１０５を取付けることもできる。
【００４９】
（実施形態５）
　図５４に示す本実施形態は、電気電子機器取付部材である機器取付板１０６を筐体１に
対して前後左右方向に移動可能としたものである。機器取付板１０６は、摺動レール１０
７によって前後方向に移動可能であり、また摺動レール１０７自体も前後の横フレーム１
０間を渡すように任意の位置に固定できるため、左右方向に機器取付板１０６の取付位置
を調整できる。
【００５０】
　機器取付板１０６は、図５５のように、保持部材１０８に固定された上で摺動レール１
０７に取付けられる。
【００５１】
　図５６、図５７のように、機器取付板１０６は、アダプタ１６によって奥行フレーム１
１や補強金具２９に対して任意の位置で取付けできるものとしている。
【００５２】
　図５８のように、横フレーム１０と奥行フレーム１１とを跨ぐように、コーナ金具８２
を設けることができる。
【００５３】
　図５９のように、扉部２の内側面のうち、その左右側にのみ扉補強フレーム４７を設け
るものとしても良い。扉２に設けられたハンドル７の動作によりクランプ部５０が回動し
てロッド棒５１が上下動する構造は、実施形態１乃至４と同様である。また、クランプ部
５０はロッド棒５１の上下端部にもそれぞれ設ける（上端クランプ部５０ａ、下端クラン
プ部５０ｂ）ものとし、ロッド棒５１の動作によって上下のクランプ部５０が回動する。
なお、ロッド棒規制部材５２はロッド棒５１を挟み込む挟止片１０９を有するものとした
。
【００５４】
　図６０のように、筐体１には各クランプ部５０を係止可能な受部５５が形成されている
。
【００５５】
　図６１のように、天井板５は、その左右端部を折り曲げて形成した段曲げ部１１０を有
するものとしても良い。これにより、段曲げ部１１０に伝わった水は、筐体１に形成した
水切部１１１へと案内されることとなる。また、この段曲げ部１１０は側板４の上端より
も内側に設けることで、側板４を取付けた後の外観が良いものとしている。
【符号の説明】
【００５６】
１　筐体
２　扉
３　背面板
３ａ　パネル
４　側板
５　天井板
６　底板
７　ハンドル
８　ラッチ
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９　縦フレーム
１０　横フレーム
１１　奥行フレーム
１２　マウントフレーム
１３　移動金具
１４　ねじ
１５　孔部
１６　アダプタ
１７　位置調整部
１８　奥行フレーム取付孔
１９　マウントフレーム取付孔
２０　係止突起
２１　係止孔
２２　位置規制部
２３　仮保持部
２４　アングル部
２５　機器取付部
２６　取付孔
２７　機器取付孔
２８　切欠孔
２９　補強金具
３０　レール部
３１　取付部
３２　開口部
３３　側板補強レール
３４　補強レール
３５　孔部
３６　棚板
３７　配線収納部
３８　パネル
３９　切欠孔
４０　塞ぎ板
４１　シールド板
４２　取付部
４３　天井シールド板
４４　覆い板
４５　補強フレーム
４６　透過板
４７　扉補強フレーム
４８　透過板固定部
４９　被覆フレーム
５０　クランプ部
５０ａ　上端クランプ部
５０ｂ　下端クランプ部
５１　ロッド棒
５２　ロッド棒規制部材
５３　固定部
５４　ロッド棒受部
５５　受部
５６　緩衝部材
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５７　取付孔
５８　位置規制部
５９　位置規制部
６０　吊下ボルト
６１　ボルト固定具
６１ａ　突出部
６２　制震ユニット
６３　ねじ
６４　扉制震ユニット
６５　係合部
６６　逃げ部
６７　補強コーナ金具
６８　筐体蝶番部
６８ａ　軸部
６９　扉蝶番部
６９ａ　筒部
７０　操作ピン
７１　側板補強レール
７２　規制レール
７３　通過孔部
７４　規制部材
７５　規制ピン
７６　監視ユニット
７７　ソレノイド
７８　監視ユニット収納部
７９　ソレノイド収納部
８０　シリンダ錠
８１　取付金具
８２　コーナ金具
８３　係合部
８４　戸当たり
８５　固定レール
８６　システムレール
８７　機器取付レール
８８　鉄製基板
８９　取付部
９０　取付金具
９１　ドアストッパ
９２　孔部
９３　連通部
９４　切欠孔
９５　回動支持部
９６　側板固定具
９７　屋根
９８　屋根保持部
９９　孔部
１００　連結部
１０１　ブッシュ
１０２　ローラ部
１０３　ローラ受部
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１０４　照明固定金具
１０５　照明装置
１０６　機器取付板
１０７　摺動レール
１０８　保持部材
１０９　挟止片
１１０　段曲げ部
１１１　水切部
１１２　ドア固定具
１１３　ロッド棒係止孔
１１４　戸当たり
１１５　取付具
１１６　換気扇ユニット
１１７　取付孔
１２０　ハンドル係止片
１２１　ねじ
１２２　溝部
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